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本稿は，ミェチスワフ・W・ソハ（Mieczys aw W. Socha）教授（ワルシャワ大学経済学部マクロ
経済・外国貿易理論講座），バルトゥウォミェイ・ロキツキ（Bart omiej Rokicki）氏（ワルシャワ大
学経済学部博士課程院生）の共著による「ポーランド東部国境地帯のユーロリージョン（Euroregiony
na wschodniej granicy Polski）」（Feb., 2005, mimeo）の翻訳である。これは，文部科学省科学研究費補
助金研究「ノーザンディメンション －拡大 EUとスラブ圏の域際交流の拡大によるヨーロッパ経済
空間の再編－」（基盤研究 B（１），課題番号１６３３００５２），研究代表者：立正大学経済学部・蓮見雄）
の基礎研究として執筆された報告書の翻訳である。
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４．ポーランド東部地域を含むユーロリージョン
現在，ポーランド東部地域には，規模，制度的枠組みが違う６つのユーロリージョンが存在してい
る。これらは次の地域である：
 ユーロリージョン・バルト
 ユーロリージョン・ブグ
 ユーロリージョン・カルパチア
 ユーロリージョン・ウィナ＝ワヴァ
 ユーロリージョン・ニエメン
 ユーロリージョン・ビャウォヴィエジャ原生林
さらに現在，リトアニア，ポーランド，スウェーデン，ロシア・カリーニングラード州を含むユー
ロリージョン・シェシュパ（Euroregion Szeszupa）が発足準備中である。
ａ．ユーロリージョン・バルト
バルトにおけるユーロリージョンのコンセプトは，１９９０年代初頭に様々な国際会議の場で表明され
る様になった。そして，１９９７年のマルボルク会議において，バルトに接する４ヵ国（ポーランド，リ
トアニア，スウェーデン，ロシア）を包括した新しいユーロリージョンの具体的アイデアが固まっ
た。最終的には，このユーロリージョン・バルトの参加はさらに増えて，１９９８年にポーランド，デン
マーク，リトアニア，ラトヴィア，ロシア，スウェーデン７ヵ国のバルト沿岸地方行政府の間で調印
に至った１。
このユーロリージョンは，法人格を持たない。それぞれのユーロリージョン調印国は，それぞれの
国家の領域内において個別に問題を解決しなくてはならない。そのためポーランドは１９９７年に，トラ
ンスボーダー協力を地方自治体のレベルで進めるための法人組織であり，このユーロリージョン合意
書の調印者でもあるポーランド共和国グミナ連合「ユーロリージョン・バルト」を立ち上げた（訳
注－グミナはポーランド地方自治の基本単位でグミナの上位単位は郡，県）。
ユーロリージョン・バルトは，この種の組織としては参加国の数，地域内に住む人口からヨーロッ
パで最も大きいもののひとつである。ポーランドからはポモージェ県，ヴァルミア・マズーリ県，ロ
シアからはカリーニングラード州，リトアニアからはクライペダおよびクライペダ州，ラトヴィアか
らはクルゼメ，スウェーデンからはブレーキンゲ，カルマル，クローノバリ県，デンマークからは
ボーンホルム島が参加している。現在，このユーロリージョンの規模は，１１，０００km２を超えており，
１ ユーロリージョン・バルトに関する情報は，ポーランド通信社（PAP）インターネット・ユーロリージョン（Internetowy
Euroregion PAP (http : //www.euro.pap.com.pl），欧州統合委員会事務局（Urz d Komitetu Integracji Europejskiej）ホーム
ページ（http : //www.ukie.gov.pl），およびポーランド共和国グミナ連合「ユーロリージョン・バルト」（Stowarzyszenie Gmin
RP “Euroregion Ba tyk”）ホームページ（http : //www.eurobalt.org.pl）で見ることができる。
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人口は約５，９４２，０００人（うちポーランドは３，６５３，０００人以上）である。
合意書によれば，このユーロリージョンの目的は次の通りである：
 このユーロリージョンに住む人々の生活環境改善
 相互交流の緊密化
 地域社会交流の促進
 歴史的偏見の除去
 均衡のとれた経済発展を保証する活動の提案
 地方自治体当局の協力を促進する活動の支援
２００１年１０月，このユーロリージョンの長期発展戦略策定の必要から，ポーランドが提出した戦略プ
ランが採択された。そこでは，地域社会の生活の質向上に向けた投資の実施，労働市場の整備，経済
発展と環境保護への寄与があげられている。そして，５つの優先的な戦略があげられている：地域に
おける民主化を促進するための人材交流活性化，交通インフラの拡張と近代化，観光業の発展，自然
環境の保護と育成，安全の確保と社会病理の撲滅。
ユーロリージョン・バルトは，地方自治体・政府という性格を持っている。すなわち，ユーロリー
ジョンの活動には，地方自治体と政府の両方が関わるということである。
図５ ユーロリージョン・バルト
出所：中央統計局（G ówny Urz d Statystyczny : GUS）ホームページ（http : //www.stat.gov.pl/urzedy/wroc/euroreg）。
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ユーロリージョン・バルトの組織構成には，次の機関が入っている：
 ユーロリージョン評議会－国際レベルでは最高の機関。それぞれの加盟主体から８名の代表が入
り，最大４８名で構成される。現在は３６名：ポーランド，ロシア，スウェーデンが８名，リトアニ
ア５名，ラトヴィア，デンマーク１名
 幹部会－評議会が開かれていない間，全体の活動を統括する。６名で構成される。議長は１年任
期で選出される。
 作業グループ－国際レベルにおいて環境保護・エコロジー問題作業グループ，地域計画・経済発
展問題作業グループ，社会問題作業グループ，運輸問題作業グループが活動する。現在，この他
INTERREG IIIBプログラムの枠内でプロジェクト作成作業グループ Seagull DevERBが活動して
いる。
 国際事務局－議長の出身国に事務局が置かれる。
ユーロリージョンにおける経常の活動は，バウティスク（ロシア），クライペダ（リトアニア），リ
ガ（ラトヴィア），ロンネ（デンマーク）またはローテーションでカールスクローナ，カルマル／
ヴェクショー（スウェーデン）の置かれている各国事務局で調整されている。ユーロリージョン評議
会は，国際ユーロリージョン事務局を２００４年７月１日に設立し，大変重要な諸決定を行なっている。
ポーランドではエルブロングに事務所が置かれている。常設の国際ユーロリージョン事務局は，設立
主体のそれぞれから出資される資金で運営されているが，これはユーロリージョンの枠内における，
最初の共同財政活動となっている。ユーロリージョン・バルトにおいてポーランド側の主体となって
いるのは，ポモージェ県，ヴァルミア・マズーリ県の知事（政府行政機関の県代表）および県首長
（県自治機関の執行機関代表），およびこれらの県の９０のグミナと郡が結集したグミナ連合である。
ユーロリージョンの活動には，各設立主体の出資金，補助金，寄付金，その他の資金が充てられる。
ｂ．ユーロリージョン・ブグ
ユーロリージョン・ブグの活動が実質的に開始されたのは１９９２年４月３０日で，ポーランドのビャー
ワポドラスカ県知事，ヘウム県知事，ルブリン県知事，ルブリン市長，所有移転大臣，中央計画局局
長がイニシアティブをとり，財政基盤を確保する目的で地域合意を結んで地域コンソーシアムを立ち
上げた。この合意の主要な目的は，この地域におけるリストラを推進し，民営化のプログラムを作
成・実施することである。
地域合意書が締結された２ヶ月後の１９９２年６月３０日，すでにヴォリン州との幅広い協力関係を持
ち，またベラルーシとの経済協力の模索を開始していたヘウム県のイニシアティブで，コベリにおい
てヴォリン州と地域協力調整委員会（タルノブジェグ県を加えた広域委員会）の間で合意書が調印さ
れた。合意書の目的は，次の分野においての近隣協力発展である：地域発展，輸送と交通，エネル
ギー・水道の供給網拡充，生活・自然環境保護，工業発展，交易拡大，農業振興，農業加工製品生産
拡大，教育・学術振興，地域医療充実，文化・芸術・観光・保養振興，治安対策協力，農産物不作・
災害対策協力。
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ポーランドとウクライナの国境地帯に正式にトランスボーダー・ユーロリージョン・ブグ（ERB）
協力が発足したのは１９９５年で，旧ヘウム県，旧ルブリン県，旧ザモシチ県，旧タルノブジェグ県，お
よびウクライナのヴォリン州の政府間，および各地方自治体の間で締結された。１９９６年，ユーロリー
ジョン・ブグは，ヨーロッパ国境地域連合に参加した。１９９８年，ベラルーシ側のブレスト州当局と
ポーランド側のビャーワポドラスカ県当局の申請により，ユーロリージョン・ブグは拡大された。こ
れは，１９９５年の付帯文書で予定されていたものである。２０００年，ユーロリージョン・ブグは，ウクラ
イナのリヴィフ州に属するソカル郡とジョウクヴァ郡を加えた。
現在，ユーロリージョン・ブグは，ポーランド＝ウクライナ，ポーランド＝ベラルーシ，ベラルー
シ＝ウクライナの国境地帯にある地域に広がっている。その面積は８０，９１６km２で，うちポーランドが
３１．１％，ベラルーシが４０．５％，ウクライナが２８．４％を占めている（図６参照）。ユーロリージョン・
ブグの人口は４，９７５，２００人にのぼる。なお，ポーランドで１９９９年に実施された行政改革の結果，ポー
ランド側の主体はルブリン県の県知事と県首長（訳者注：県知事は首相によって任命され，政府の政
策を県段階で実施し，一方，県首長は県議会議員の中から選出され，地方独自の政策を実施する）と
なっている。
図６ ユーロリージョン・ブグ
出所：中央統計局（G ówny Urz d Statystyczny： GUS）ホームページ（http：//www.stat.gov.pl/urzedy/wroc/euroreg）。
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ユーロリージョン・ブグの機関は次の通りである：
 ユーロリージョン評議会は３０名で構成され，ベラルーシ，ポーランド，ウクライナ側からそれぞ
れ１０名が参加する。
 ユーロリージョン評議会幹部会は各国１名，計３名で構成する。
 事務局はヘウム，ブレスト，ルーツィクの国内事務所を含む。
 監査委員会は各国２名，計６名で構成する。
合意書にしたがい，ユーロリージョン・ブグの評議会ではベラルーシ・ポーランド・ウクライナ間
で７つの作業グループを設けている：
 地域振興，交通・輸送・通信問題作業グループ
 自然環境保護・監視問題作業グループ
 PR，情報化，データベース整備問題作業グループ
 経済協力，制度構築問題作業グループ
 教育，健康保健，文化，スポーツ，青少年問題作業グループ
 治安，保安機関協力，犯罪一掃問題作業グループ
ｃ．ユーロリージョン・カルパチア
ユーロリージョン・カルパチアは，１９９３年２月に当時のポーランド，ウクライナ，ハンガリー各国
外務大臣，およびスロヴァキア外務省代表によってデブレツェン（ハンガリー）においてユーロリー
ジョン・東カルパチア設立合意書に調印され設立された。これは，EU諸国の参加なしに，旧東ブ
ロックに属した諸国の地域が主体となって設立したはじめてのユーロリージョンである。１９９６年１１月
１６日，ユーロリージョン・カルパチアは，ヨーロッパ国境地域連合に加盟した。１９９７年には，この
ユーロリージョンにルーマニアが参加した。１９９９年，ポーランドの行政改革によって，ポーランド側
の正式なパートナーはポトカルパチェ県となった２。また２０００年には，「ユーロ＝カルパチア」連盟が
登録され，ポーランドのユーロリージョン事務所がこれを統括することになった。
現在，ユーロリージョン・カルパチアは，約１６万 km２の面積，１６００万の人口を有し，５ヵ国の諸地
域によって構成される：ポーランド（ポトカルパチェ県 行政改革前はジェシュフ県，クロスノ
県，プシェミシル県，タルヌフ県），スロヴァキア（コシツェ，プレショフ），ウクライナ（イヴァー
ノ＝フランキーヴスィク州，リヴィフ州，チェルニーフツィ州，ザカルパッチャ州），ハンガリー
（ボルショド・アバウーイ・ゼンプレーン県，ヘヴェシュ県，ハイドゥー・ビハル県，ヤース・ナチ
クン・ソルノク県，サボルチ・サトマール・ベレグ県，デブレツェン市，エゲル市，ミシュコルツ
市，ニーレジハーザ市），ルーマニア（ビホル県，ボトシャニ県，マラムレシュ県，スチャヴァ県，
サトゥ・マーレ県，サラージュ県，ハルギタ県）。
２ ユーロリージョン・カルパチアに関する情報はポーランド通信社（PAP）ユーロリージョン・ウェブサイト（http : //
www.euro.pap.com.pl），欧州統合委員会（KIE）事務局ウェブサイト（http : //www.ukie.gov.pl），カルパチア基金ウェブ
サイト（http : //www.carpathianfoundation.org），およびユーロリージョン・カルパチアのウェブサイト（http : //www.
carpathian.euroregion.org）より。また，Rasz［１９９９］も参照。
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ユーロリージョン・カルパチアの主要な目的は，カルパチア山脈とその裾野に居住する様々な国
籍，民族，宗教の人々同士の信頼醸成と相互理解の促進，諸国民同士の近隣友好関係の構築，トラン
スボーダー協力と地域全体の PRを通じた加盟諸地域発展の促進である。この地域における協力は，
欧州統合，環境保護，農村地域の発展，健康維持政策の充実，地域の総合的発展，行政，教育，文
化，観光，スポーツ，保養の充実と促進の分野で進められる。こうした協力を通じて，国境を越えた
５ヵ国の行政，個人，非政府組織のパートナーシップを創出し，ユーロリージョン・カルパチアを形
成する諸地域の社会・経済発展を図ることが具体的な目標である。
このプロセスにおいて重要な役割を果たすのは地方自治体で，国際レベルにおける地方の社会的諸
問題の表明，地方の潜在力についての PR，協力活動による政策実現の確実性向上，トランスボー
ダー協力による EU資金の効果的利用などを可能とすることが期待できる。
ユーロリージョン・カルパチアの主要な課題のひとつは，ビジネス界への窓を開くことである。な
ぜなら，地域の発展にとって，柔軟で革新的な活動を行う民間セクターはきわめて重要な役割を担う
からである。ユーロリージョン・カルパチアは，大きな消費市場を持ち，またそれは広大な東ヨー
ロッパ，アジアの市場への入口にもなっている。また，情報を蓄積・分析・交換すること，国境地帯
図７ ユーロリージョン・カルパチア
出所：中央統計局（G ówny Urz d Statystyczny : GUS）ホームページ（http : //www.stat.gov.pl/urzedy/wroc/euroreg）。
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に居住する地域住民の利益を代表すること，ユーロリージョンの潜在力を PRすること，EU資金を
効果的に利用することも，地域協力の重要な課題である。
このユーロリージョンは，地理的位置，歴史的位置づけ，諸民族同士の関係から，経済的に遅れた
地域となっていた。この地域は，言語，宗教，民族の点できわめて多様であるが，共通点も多く存在
する。それは，歴史の共有，地理的共通性，経済発展プロセスにおける共通性，共通の経済的目標な
どで，このことがトランスボーダー協力の求心力となっている。
ユーロリージョン・カルパチアの基本的な特徴は，長い間全体としても各構成国としても法人格を
持たなかったことである（「ユーロ＝カルパチア」連盟をポーランド事務所が統括するようになって
からは法人格をもっている）。したがって，ユーロリージョン・カルパチアの定義は，連合体定款が
地理的範囲と組織構造を定めていたとはいえ，政治的カテゴリーの範囲を出なかった。連合体の最高
機関は評議会で，全会一致で決定を行う。経常的な活動を統括するのは事務局長で，事務局と各国代
表部（事務所）の協力で活動を実施する。ユーロリージョン・カルパチアの定款にしたがい，評議会
議長，事務局長の任期は２年である。
ユーロリージョン・カルパチアには，４つの作業委員会がある：
 環境保護・観光問題委員会（コーディネーター：ポーランド）
 域内・経済発展問題委員会（コーディネーター：ハンガリー）
 社会インフラ整備問題委員会（コーディネーター：ウクライナ）
 監査委員会
ユーロリージョン財政の大半は，各構成地域からの拠出金によってまかなわれている。
１９９４年，当初からユーロリージョンを支援していたニューヨークの東西問題研究所（IEWS）の尽
力で，ユーロリージョン・カルパチア発展基金が設立された。この基金は，国際的な性格を持つ独立
した基金で，ユーロリージョンで活動する非政府組織を財政的，技術的に支援する。基金の目的は，
地域住民が自らの地域に目を向け地域のために活動することを促すことである。この基金は，チャー
ルズ・スチュワード・モット基金から５年間にわたって４００万ドル以上の補助金を受給した。
ｄ．ユーロリージョン・ウィナ＝ワヴァ
これは新しいユーロリージョンで，ポーランド東部地域に広がり，まだ組織される過程にある。２００３
年９月４日に，ユーロリージョン・ウィナ＝ワヴァ国境近隣自治体連合体として正式に登録され，バ
ルトシッツェに所在地がおかれた。このユーロリージョンには，ヴァルミア・マズーリ県の１０の郡，
カリーニングラード州の４つの郡とマモノーヴォが参加している。
このユーロリージョンでは，輸送，交通，通信，治安，エコロジー，文化，失業対策の面で，協力
を進めることになっている。これらの活動の財源は，EU資金に依存する３。
３ 情報は次の報告書参照：Forum Przyjaznego S siedztwa [2004]。
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ｅ．ユーロリージョン・ニエメン
ユーロリージョン・ニエメンの構想は，１９９５年２月１０－１１日にスヴァウキで行われた第３回バルト
経済フォーラムで初めて提示された。ここでスヴァウキ県の諸自治体は，ポーランド，リトアニア，
ベラルーシ，ロシア連邦の国境地域にユーロリージョンを創設する仮声明を発表し，ユーロリージョ
ン創設に向けた会議開催のための連絡グループ招集準備完了と，協力に向けた構想原案の作成完了を
表明した。１９９７年，このユーロリージョンはポーランド，リトアニア，ベラルーシ３ヵ国のトランス
ボーダー連合体として，アウグストゥフで正式に発足した４。
１９９７年，１４のグミナがユーロリージョン・ニエメン・ポーランド郡連合体を発足させた。その後，
ポーランドの行政改革によって連合体の規約が変わり，様々な自治体組織が連合体に参加できる道が
開けた。また，名称をユーロリージョン・ニエメン・ポーランド自治体連合体に変更した。この連合
体は，ユーロリージョン評議会におけるポーランドの６つの代表枠のうち２つを占め，ポーランドの
事務局を担っている。
ユーロリージョン・ニエメンは，ポーランド，リトアニア，ベラルーシの国境地帯に広がってい
る。ポーランドの地域は，ポトレシェ県，ヴァルミア・マズーリ県の１０３のグミナが参加してお
り，２０，５４４km２の地域に１１９万人が居住している。ユーロリージョンのベラルーシ側は，１，１９８，５００人
が居住する２５，２００km２のグロドノ州が参加，またリトアニアからはアリートゥス州とマリヤーンポレ
州が参加している（面積９，８８９km２，人口４０１，０００人）。
ユーロリージョン・ニエメンの主要な目的は，地域振興，交通，運輸，通信，教育，健康，環境の
分野での国境地域協力と，住民レベル，経済組織レベルでの交流促進である。
連合体の組織構成は次の通り：
 連合体協議会
 連合体評議会幹部会
 連合体事務局
 監査委員会
評議会は各国から６名ずつで構成され，その中から選出された９名で幹部会が構成される。事務局
は執行・行政機関で，評議会が任命し，各国同数の役員で構成される。ユーロリージョンの枠内で，
さらに各国事務所が設置されており，各国事務局役員が事務所の代表を務める。
現在，連合体には次の作業グループが設置されている：
 経済問題作業グループ
 観光問題作業グループ
 環境保護問題作業グループ
 社会問題作業グループ
４ ユーロリージョン・ニエメンに関する情報はポーランド通信社（PAP）ユーロリージョン・ウェブサイト（http : //
www.euro.pap.com.pl），欧州統合委員会（KIE）事務局ウェブサイト（http : //www.ukie.gov.pl），およびユーロリージョ
ン・ニエメンのウェブサイト（http : //www.sspen.pl）より。また，Rasz［１９９９］も参照。
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 地域開発問題作業グループ
ユーロリージョンの財政は，各国の負担によって維持されているが，外部資金も利用している。
ユーロリージョン発足１年目は，５７％がスヴァウキ県の財政から，２３％がポーランド・リトアニア経
済会議所から，２０％が PHARE CBCから支出された。１９９７年には，すべての資金が，ユーロリー
ジョン組織の設立に支出された。
ｆ．ユーロリージョン・ビャウォヴィエジャ原生林
ユーロリージョン・ビャウォヴィエジャ原生林は，ポーランドとベラルーシの国境を越えて広がる
ビャウォヴィエジャ原生林をベースに設立された。ポーランドとベラルーシの国際地域協力協定
「ユーロリージョン・ビャウォヴィエジャ原生林」は，２００２年５月２５日，ハイヌフカで締結された。
このユーロリージョンは国際的にきわめて貴重なビャウォヴィエジャ原生林を中心に，ハイヌフカ郡
の９つのグミナ，ベラルーシ側のカメネツ市，スヴィスロチ町，プルジャヌイ市を含む５。
このユーロリージョンの協力の目的は，地域経済発展のサポート，国境を挟んだ両地域の住民・行
５ ユーロリージョン・ビャウォヴィエジャ原生林に関する情報は，欧州統合委員会（KIE）事務局ウェブサイト（http :
//www.ukie.gov.pl），およびユーロリージョン・ビャウォヴィエジャ原生林（www.euroregion−puszczabialowieska.prv.pl）
参照。
図８ ユーロリージョン・ニエメン
出所：中央統計局（G ówny Urz d Statystyczny： GUS）ホームページ（http：//www.stat.gov.pl/urzedy/wroc/euroreg）。
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政レベルでの交流，当局・自治体活動の相互調整である。具体的には，次の活動を行う：
 自然環境保護，およびユーロリージョンの枠内における自然資源の最適利用
 ユーロリージョン域内における国境を越えたエコロジー観光・文化交流を目的とした観光の振興
 トランスリージョナルな社会・経済，文化，学術協力
 共通の自然保護を通じた両国民族の親睦と，それらの次世代への継承
 かけがいのないビャウォヴィエジャ原生林の自然をヨーロッパに残すこと
このユーロリージョンの組織は次の通り：
 評議会 ユーロリージョンの最高機関：両国から５名ずつ計１０名の評議委員で構成。代表は評
議委員会議長。
事務局 ハイヌフカに所在地を置く執行機関：事務局長はポーランド側から，事務局次長はベ
ラルーシ側から選出。
それぞれの国は事務局の国内事務所を置く。それぞれの事務所は相互に組織的に連携せず，それぞ
れの国の調整・行政業務を行う。ユーロリージョンの財政は，それぞれの側の拠出によって維持され
る。定款にしたがい，このユーロリージョンは経済活動を行うことができる。収入は，ユーロリー
図９ ユーロリージョン・ビャウォヴィエジャ原生林
出所：中央統計局（G ówny Urz d Statystyczny： GUS）ホームページ（http：//www.stat.gov.pl/urzedy/wroc/euroreg）。
３５３ポーランド東部国境地帯のユーロリージョン（２）
－６７－
県境 
サブリー ジョン境 
ジョンの目的を遂行するために支出することができる。
５．ポーランド東部諸県の経済の特徴
ポーランドは２００４年５月１日に EUに加盟した諸国の中で，最大規模の国である。１９９９年の行政改
革で，現在は１６県（NUTS２レベル），４５サブリージョン（NUTS３レベル），３１５郡と６５都市－郡と同
等の権限を持つ（NUTS４レベル），および２，４８９のグミナ（NUTS５レベル）がある（図１０参照）。
図１０ ポーランドの県およびサブリージョン（NUTS２および NUTS３レベル）
出所：G ówny Urz d Statystyczny [2004a].
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ポーランドは，歴史的に地域間格差の大きな国である。１９１８年まで１２３年間にわたり国土は列強３
国に分割され，３つの違った社会・経済システムが存在していたが，その中で東部地域は特に経済的
に遅れた地域であった。ポーランドは，第二次世界大戦により東部地域の多くを失った６。現在の
ポーランド国境地域は隣接するベラルーシ，リトアニア，ロシア，ウクライナの国境地域と様々な経
済的・文化的類似点を有している。また，それぞれの国の国境周辺に相互の民族が少数民族という形
で居住している。
現在の EU国境に広がるポーランドの諸県は，ポーランドの中で，また EUの中でもっとも貧しい
地域である。EUROSTATの推計では，ルブリン県の一人当たり国民所得は６，７６２ユーロで，EUの中
で最低である。またルブリン県の GDPは，UE市民一人当たりの平均 GDPの３１．９％である
（Rzeczpospolita 27.01.2005, s. B3）。ポーランドの東部地域に位置するルブリン県，ポトカルパチェ県
（同平均の３３．０％），ヴァルミア・マズーリ県（３４．０％），ポドラシェ県（３５．０％），およびシフェン
ティクシシ県の５県は，EU全体の中でもっとも貧しい地域である（図１１参照）。
サブリージョンレベル（NUTS２）で見た国内の所得格差も顕著である。特にマゾフシェ県は所得
が高く，２００２年のワルシャワにおける一人当たり GDPが５９，０００ズウォティであるのに対し，オスト
ロウェンカ＝シェドゥルツェ・サブリージョンは約１４，０００ズウォティにすぎない。２００２年サブリー
６ この地域は現在ベラルーシ，リトアニア，ウクライナの一部である。
図１１ ２００２年県別一人当たり GDP
出所：G ówny Urz d Statystyczny [2004a].
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ジョン別一人当たり GDPは，図１２に示した。
ポーランド東部に位置する４県（ルブリン県，ポトカルパチェ県，ポドラシェ県，ヴァルミア・マ
ズーリ県）は，類似した社会・経済構造を持っており，他県との相違点についても同様の特徴を持っ
ている７。まず，人口密度も平均より低い（図１３参照）。また，都市人口が全国平均を大幅に下回って
いる（図１４参照）。たとえば，ルブリン県およびポトカルパチェ県では，５０％以上の住民が農村に住
んでいる。さらにこれらの県では，２５歳以下の青少年の割合が高く，国内，海外の人口移動がマイナ
スになっている。
ルブリン県とポドラシェ県では，１，０００人当たり勤労者数がポーランド全体の平均より高く，他の
２つの県では平均より低い。ポドラシェ県の少なくとも４２％の勤労者が，またルブリン県の３８％の勤
労者が農業に従事している。ルブリン県とポドラシェ県の失業率は全国平均（２０％）より低く，ヴァ
ルミア・マズーリ県は全国で一番高い（３０％）。
すべての東部地方の県で，１０，０００人当たり企業数で見た起業の活発度は，全国平均（９３８件）より
７ ２００３年現在のデータ，および G ówny Urz d Statystyczny [2004b]を基礎に筆者計算。
図１２ ２００２年サブリージョン別一人当たり GDP
出所：G ówny Urz d Statystyczny [2004a].
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低い（ポトカルパチェ県の６８０件からポドラシェ県の８０４件までの間）。これは，法人で見ても個人で
見ても同様である。またこれらの県は，一人当たりの資産額，投資額で見ても，全国で最低レベルで
ある。たとえば，ルブリン県はワースト１の第１６位，ヴァルミア・マズーリ県は第１４位，ポドラシェ
県は第１２位，ポトカルパチェ県は第１０位である。イノベーション度も低い。一人当たりの R&D投資
は全国平均より低く，全国平均を１００とすると，ポドラシェ県は２７，ヴァルミア・マズーリ県は３１，ポ
トカルパチェ県は４６，ルブリン県は５３である。R & D投資の GDPに占める割合は，０．２（ポドラシェ
県）から０．４４（ルブリン県）の間である。
これらの県は，技術インフラの面，たとえば１００km２における舗装道路（公道）敷設総距離（図
１５）や通常軌鉄道敷設総距離（図１６）でも全国でもっとも遅れている。こうした経済的遅れの結果，
これらの県の労働者の平均賃金は全国平均の約８８％にとどまっている。また，住民の可処分所得も全
国平均の８０％以下にとどまっている。
また，社会資本も十分に蓄積されていない。この点では，統計で表れる数字より実態は他の地域と
の格差が大きいといわなければならない。それは，伝統，歴史，宗教のみならず，人的資本（その地
域の汚職の抑制，新しい規範創出，組織的・制度的機能の強化にとって重要）の水準も関わってくる
からである。１９－２４歳の住民１０，０００人当たりの学生数は，ポーランド東部地域の諸県すべてにおい
て，全国平均より低い（図１７参照）。中央統計局のデータによれば，２０００－２００３年における犯罪の増
図１３ ２００３年ポーランド県別人口密度（ポーランド全体＝１２２人／km２）．
出所：G ówny Urz d Statystyczny [2004c].
３５７ポーランド東部国境地帯のユーロリージョン（２）
－７１－
％ 
加は，ポトカルパチェ県で最も高く（４５％），ルブリン県でも全国平均より高い。これらは主に，国
境を越えたグレーゾーンでの非公式経済活動（闇貿易）によるものと推察できる。
ポーランドの EU加盟は，ポーランド東部地域諸県の発展，EU東部トランスボーダー協力の進展
の可能性を生み出した。まずあげられるのは，EUからの資金援助の可能性である。当部諸県の一人
当たりの GDPが低いことから，域内格差是正のため，長期に渡って EU構造基金からの資金を受け
ることができる。この資金は，国家発展計画と連携しながら支出される。また，トランスボーダー協
力への基金は，新たな投資家をこの地域に引きつけるために有効であろう。しかしながら，この分野
においての EUの経験はあまり豊かではない。地域政策に多くの資金を投じながら，辺境の地域が他
の発展した地域との格差を縮めることにはあまり成功していない８。しかしながら，ポーランドが東
西を結ぶ重要な拠点であるという特殊事情を考慮すれば，この地域が新たな発展の一つのモデルにな
ることもあり得よう。ポーランド投資公社（PAIZ）のデータによると，対ポーランド FDIに占める
マゾフシェ県の割合が３０％を超えているのに対し，ポーランド東部諸県（ヴァルミア・マズーリ県，
ポドラシェ県，ルブリン県，ポトカルパチェ県）の割合は合計で７．９％にすぎない。これは，１９８９年
以降，ポーランド西部と東部の格差が広がり，東部が相変わらず EUの中でも国内的にも競争力を持
８ European Commission [2004b]参照。
図１４ ２００３年ポーランドの都市化水準（ポーランド全体＝６１．６％）．
出所：G ówny Urz d Statystyczny [2003].
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たないことを示している。とりわけ，知識をベースとした経済発展要因（Word Bank, 2004）から見
れば，きわめて遅れているといえる。しかしながら，ロンドン経済ビジネスセンターの報告書による
と，今後早い発展が見込まれる EU４０地域の中にポーランドの地域は１３含まれている。
ポーランド東部地域は農業地帯のため（ヴァルミア・マズーリ県は農業の割合が比較的小さい），
農民に対する直接の補助金と農業地域振興に対する資金が期待できる。これは，農地の所有構造改
革，商品生産の促進にとって効果的だが，一方で離農も促進する。農民に対する EUからの補助金
は，農地価格の高騰をもたらし，農地売却にブレーキをかけている。
国境地域の最大の問題は，その地理的位置にある。２００４年にポーランドが EUに加盟したことによ
り，自動的にポーランド東部国境が EUの東部そして最長の国境となった。国境検査を強化し他国の
市民の国境通過に新しい規制を設けることは，EUに加盟した国として当然の使命である。しかし一
方で，国境検査強化は，これまでの国境地域住民の往来と東部地域の住民にとって経済補完的な役割
を果たしていた国境貿易を制限することになる。
逆説的ではあるが，住民の往来が制限されることは，外国人との問題が小さくなることを意味しな
い。国境規制が高まるとともにグレーゾーンが拡大し，また国境地域のポーランド側の所得が上がる
ことによって国境を挟んだ内と外の経済格差が拡大する。結果的に，東方からの不法移民が増加する
図１５ ２００２年県別舗装道路（公道）敷設総距離（ポーランド全体＝８０km／１００km２）
注：県内１００km２における舗装道路（公道）の総距離（km）
出所：G ówny Urz d Statystyczny [2003].
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ことが予想される。
ポーランドの EU加盟は，ポーランドの貿易の自然な拡大をある意味で阻害する。なぜならば，１９９８
年のロシア経済危機で，とりわけ公式・非公式に国境貿易で収入を得ている零細の生産・サービス企
業が大きな経済的打撃を受けた。したがって，交易関係がこれ以上悪化することはこれらの企業に
とって致命的である。もっとも，今のところ数字で見る限りでは２００４年５月以降これらの企業が大き
な打撃を受けたことは確認できない９。EU東部国境の内と外で賃金格差が広がれば，ポーランドの企
業がベラルーシ，ウクライナ，ロシア・カリーニングラード州に生産を移すことも考えられる。
ａ．ルブリン県
ルブリン県は，ポーランドの最も大きな県の一つである（全国で３番目）。面積は２５，１００km２（国
土面積の８％）で２１９．１万人が居住する（全人口の５．７％）。人口密度は８７人／km２で全国平均（１２２人／
km２）よりはるかに少ない。都市人口は県民全体の４６．６％で，これも全国平均を大きく下回っている
９ 中央統計局の資料によると，２００４年の東への輸出はむしろ増加し，とりわけロシアへの輸出が増えている（２００５年１
月には輸出が前年同月比１２５％伸びている）。
図１６ ２００２年県別通常軌鉄道敷設総距離（ポーランド全体＝６．６km／１００km２）
注：県内１００km２における鉄道の総距離（km）
出所：G ówny Urz d Statystyczny [2003].
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（全国で第１４位）。郡の数は２０，郡と同等の資格を持った都市が４，グミナが２１３，村が１，０１６ある。
ルブリン県は，旧ビャーワポドラスカ県，ヘウム県，ルブリン県，ザモシチ県，および旧シェドゥル
ツェ県とタルノブジェグ県の一部を含む。主要な都市は，ルブリン（人口３６．０万人），ヘウム（人口
７．１万人），ザモシチ（人口６．８万人），ビャーワ・ポドラスカ（人口５．８万人），プワヴィ（人口５．５万
人）である。県の東国境は EUの国境でもあり，ベラルーシ，ウクライナと接している。
この地域は，全国でもっと貧しい地域であり，県の GDPは全国最低である。２００２年の一人当たり
GDPは１４，３００ズウォティで，全国平均の７０．０％である。可処分所得はこれより幾分良いが，１１，９３２
ズウォティで，全国平均の８０．６％である（全国で第１４位）。２００５年２月の失業率は１８．３％であった１０。
ルブリンは，教育機関が比較的よく整っている。ルブリンには，マリア・キュリー＝スクウォドフ
スカ大学，ルブリンカトリック大学，ルブリン工科大学，医科大学，農業大学の５つの大学がある。
その他，ポーランドやウクライナの大学の分校もある。デンブリンには，空軍の士官大学校，ルブリ
ン・ビジネススクール，起業・行政大学，社会科学大学，社会・自然大学，経済・イノベーション大
学がある。ザモシチには，経営・行政大学，ヤン・ザモイスキ人文・経済大学，ヘウムには，国立職
１０ 各県の主要データは，本稿の末尾に示す。
図１７ ２００２年県別大卒者の割合（ポーランド全体＝１０．２％）
注：１５歳以上の県民における割合（％）。
出所：G ówny Urz d Statystyczny [2002].
３６１ポーランド東部国境地帯のユーロリージョン（２）
－７５－
業大学，経営・起業大学，ビャーワ・ポドラスカには，国立職業大学，体育研究所，プワヴィには，
教育実践大学がある。ルブリン県で学ぶ学生数は９２，０００人で，ルブリン県は全国で住民数に対する学
生数，教員数が最も多い県となっている。しかしながら，県の住民で高等教育を受けた者は全体の９．４％
にすぎず，東部４県の中では一番高いとはいえ，全国平均を下回っている。
ルブリン県の面積の６８％は農地で，比較的土壌は良い。主に穀物，ビート（全国総生産の１５％），
ジャガイモ，果実（ラズベリー全国生産の４０％，イチゴ－２０％，サクランボ－１５％，リンゴ－１５％），
野菜，ホップ（全国総生産の８０％），たばこ（全国総生産の２０％），家畜（全国総生産の１５％），家禽
類，馬（純血アラブ種）などが生産されている。
ルブリン県にはまた，ラジン・ポドラスキからフルビエシュフまでの１８０kmにわたる石炭の鉱脈
がある（ルブリン炭鉱）。また，石灰，泥灰岩，石膏，粘土，建設用砂，硅砂といった建築関係生産
物の生産も盛んである。石油，ガスも生産されているが，わずかにルブリン，ステンジツァ周辺の需
要を満たしているだけである。主要な工業は，食品加工工業，精糖業（ルブリン，クラスニスタフ，
レヨヴィエツ），乳業（ラジン・ポドラスキ「スポムウェク」，ヘウム「ビオムレク」，「OSM」クラ
スニスタフ，ピャスキ，ルブリン，リキなど），精肉業（ウクフ），ビール（ルブリン，ズヴィエジニ
ツ，ヤヌフ・ルベルスキ），製粉業，タバコ産業，アルコール産業（ルブリン），果物・野菜加工業
（ナウェンチュフ近郊のウォパトキ「マテルネ・ポルスカ」，オスモリッツェ「オスモフロスト」，ル
ブリン「アグラム」）などがある。
食品や鉱工業の他，化学工業（プワヴィ窒素工場の化学肥料，メラミン，その他の重化学工業製
品；ルブリン「ZChペルメディア社」の染料），鉱業（ボグダンカ炭鉱），建築資材産業（ヘウム，
レヨヴィエツのセメント工場，ルブリン，ニェムツェ，ルバルトゥフ，マルコヴィツェの，ドゥギ・
コントのコンクリート，半製品，建設用ブロック，陶器），製材業（ヘウム近郊のザヴァドゥフカ木
材加工会社「ハードウッド・ソーミル社」，ビウゴライ家具工場「ブラック・レッド・ホワイト社」，
ヘウム家具工場「メブロタップ社」，ルブリン建設資材製材所「ポル＝スコーン社」，ルバルトゥフ製
材所「フェルノ社」，ベウジェツ建設資材製材所「ナトゥーラ社」），金属加工工業（クラシニュクの
ベアリング工場），機械工業（ルブリン「シプマ社」，ルブリン近郊のミンコヴィツェ「サム・ドゥー
ツ・ファー・ポルスカ社」，ヤヌフ・ルベルスキ「キャタピラ社」），自動車工業（ルブリン「イント
ラル＆アンドリア・モト社」），航空機産業（シヴィドニク PZLヘリコプター・グライダー工場）な
どがある。
２００４年３月３１日現在で，ルブリン県に登録されている経済活動を営む主体（企業・公益団体・個
人）は１２６，７００件で，うち商業・修理３６．５％，不動産１１．７％，建設９．５％，工業９．０％，運輸・倉庫
業・通信７．８％，医療・介護４．７％，金融３．７％，農業・狩猟・林業３．７％，教育３．０％，ホテル・飲食
業２．６％，行政・防衛・社会保険１．５％，漁業・漁業０．０１％，その他６．３％となっている。経済活動を
営む主体の中心は個人で１１８，８００件，また商業企業は６，６００件，国営企業は１００件となっている。経済
活動を営む主体の多くは県庁所在地に集まっており，それは全体の２７％に達する。その他の都市で
は，ヘウム，ザモシチ，ビャーワ・ポドラスカ，プワヴィ，ビウゴライ，シヴィドゥニクに経済活動
を営む主体が集まっている。
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１９９５年より，ルブリン県は外国貿易で黒字を出すわずかな県の一つになった。ルブリン県が輸出す
るのは，化学工業製品（主に化学肥料とメラミン），食品（果実・野菜加工品，穀物，肉，ハーブ
類），機械産業製品，家具，石炭などである。輸入は，自動車，機械，化学繊維などである。ルブリ
ン県の製品の輸出先は，ウクライナ，ドイツ，ロシア，イタリア，米国である。輸入は，主にドイ
ツ，東南アジア諸国である。時の経過とともに，外資が投資・買収した企業からの輸出が増加してい
る。ここ数年外資が参入した企業が増え，現在県内に６７０社以上あり，うち５０社が投資額１００万ドル以
上である。
県当局の評価では，ルブリン県の発展潜在力は大きい。その理由は，国境近くに位置し，ベラルー
シ，ウクライナ，ロシア，その他の旧ソ連諸国市場向けの事業にとって良い環境があること，質の高
い労働力が比較的安いコストで調達できること，土地，建物，オフィスの価格が他の地域に比較して
安いこと，購買力が比較的高いこと，教育機関が充実していること，観光資源が豊富なこと，エコ農
業が広く行われていること，投資家をサポートする銀行・金融網，経済会議所などのビジネスインフ
ラが充実していること，県庁所在地ルブリンの住環境が良好なこと（１９９９年に市場経済調査研究所か
らポーランドで最も魅力的な都市と認められた），などである。
ｂ．ポドラシェ県
ポドラシェ県は，ポーランドの北東部に位置し，ベラルーシと約２５０km，リトアニアと１００km以上
の国境を有する。ポドラシェ県は，面積２０１，０００km２（国土面積の６．５％を占め第６位の大きさ）で，１７
郡，１１８グミナ，３２７６村がある。人口は１２０．３万人で，県の人口では国内第１４位である。また，２０００－
２００２年の人口増加率は－１．１％であった。都市人口は約７１万人で，これは県内総人口の５８％である。
人口密度は低く，６０．４人／km２である。一方で，文化的，民族的には極めて多様で，ポーランド人の
他，ベラルーシ人，リトアニア人，ウクライナ人，モンゴル人（タタール人），ロマ人などが居住し
ている。県庁所在地はビャーウィストックで，人口約３０万人，ポーランド北東地域最大の都市であ
る。学術的にもこの地域の中心で，１５の高等教育機関がある。スヴァウキ（人口７万人）には，ス
ヴァウキ経済特区があり，ここでは投資に対する優遇政策で企業誘致が進められている。
ポドラシェ県の教育水準は，満足いくものではない。大卒の比率は９．１％（２００２年）で，彼らは主
に都市に住んでいる。農村地域だけで見ると，大卒の比率はわずか３．７％にすぎない。２００５年２月末
現在の失業率は１６．３％で，一人の求人に対する失業者数は５６８人にのぼる（全国平均の２．５倍）。一方
で，２００４年の平均雇用者数は２．１％上昇している（全国平均０．４％）。２００２年の一人当たり GDPは１５，７１９
ズウォティで，これは全国平均の７６．９％である（県別ランキング第１３位）。また，２００２年の一人当た
り可処分所得は１２，２２７ズウォティで，これは全国平均の８２．６％である（県別ランキング第１３位）。
ポドラシェ県の中心的産業は農業である。２００４年末時点で農業リストラ・近代化庁に登録されてい
る農家は８１，０００件で，うち７８，０００件が商品生産を行なっている。農場の平均面積は約１３．５haで，う
ち耕地は１０．９haである。耕地総面積は，県総面積の５９．７％に当たる。農地の土壌の質は悪く，天候
は不安定である。７５％の耕地は「軽い土壌」または「大変軽い土壌」である。
自然環境は，県面積の３１．９％が保護地域であることから，エコ農業に適している。また，牧畜，乳
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用家畜の生産を拡大する良い環境がある。アグリツーリズムを経営している農家は約４８０件にのぼ
る。ポドラシェ県の特徴は，綺麗な自然環境であり，ヨーロッパでも最大級の国立公園と清澄度の高
い水質を持つナレフ川，ビェブジャ川を有する。
ポドラシェ県の中央ヨーロッパにおける位置は，国内・国際交通において重要な役割を果たせるで
あろう。すなわち，東西の交易路，南北の交易路の要所となれるということである。前者は，ベルリ
ンからワルシャワを抜け，グロドノ，さらにはサンクトペテルブルクに至る道，後者はワルシャワか
らヘルシンキに至る道（西ヨーロッパからバルトを通る高速道路）である。ポドラシェ県の国境につ
ながる道は，ブジスコ，オグロドゥニキ（リトアニアへの道），およびクジニッツァ，ボブロフニ
キ，ポウォフツェ（ベラルーシへの道）がある。
電話網敷設率は，全国で第１０位だが，農村部だけを見ると第３位である。光ファイバーの敷設状況
は全国平均に近いが，インターネット利用は農村部では低い。登記情報システム REGONによる
と，２００４年１２月現在で，ポドラシェ県に登録されている経済活動を営む主体（企業・公益団体・個
人）は９１，０００件近くで（私営農民を除く），うち約９６．６％が私営である。内訳は次の通り：
 商業，修理 － ３２．３％
 不動産，サービス企業，学術・教育 － １２．７％
 建設 － １０．２％
 運輸 － ８．０％
全般的に，工業の技術水準と技術革新度は低い。生産施設の稼働率も低い。一番のボトルネックは
技術インフラの遅れである。主要な産業は，地場の原材料による食品加工工業，軽工業，木材加工工
業，および機械工業である。２００４年の工業製品の総販売高は８９億８，６００万ズウォティで，その内訳は
食品・飲料－５１．４％，木材・木材加工品－１０．９％，電気・ガス・水道－６．５％，となっている。県の
セールスポイントは牛乳加工工場で，EU内輸出の許可を持つ牛乳加工工場が県内に７社ある。食肉
加工も有名である。輸出のライセンスを持つ食肉・家禽加工工場は県内に約４０社あり，うち EU内輸
出の基準を満たしているのは４社である。
外国貿易は，県が国境沿いであることから重要な意味を持つ。しかしながら，輸出はポーランドの
１．３％，輸入は０．８％にすぎず，全国で最下位である。輸出は旧ソ連，輸入は EU諸国が中心となって
いる。
競争力の低迷は，ポドラシェ県に対する外資，国内資本の関心の薄さに基因する。全国の外国直接
投資８８５件のうち，ポドラシェ県への投資は３０件，総額１００万ドルにすぎない（全国で最下位）。これ
は，全国の外国資本総投資の３．４％である。また，ポドラシェ県に対する外資の関心も，生産よりは
流通に偏っている。
県当局は，EU加盟による脅威を次のとおり整理している：東方隣接諸国の経済システムとの乖離
拡大とそれらの諸国の情勢不安，東方からのコントロールのきかない食料と労働力の流入，国境規制
の強化に伴う人的交流と物的流通の減少，他の地域との競争激化，財政の地方委譲の遅れ。一方，EU
加盟による発展の可能性は次の通りである：国境に接する地理的位置，EU国境付近のインフラ整
備，国境協力を含む国際協力の進展，とりわけ中小企業に対する構造基金による支援，エコ農業・エ
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コ観光業の発展，技術インフラ（とりわけ交通インフラ）への投資拡大。
ｃ．ポトカルパチェ県
ポトカルパチェ県は，ポーランドの南東部に位置し，カルパチア山麓に広がるビェシチャディ高地
とサンドミェシ山峡の２つの異なった自然環境の地域から構成される。県の面積は１７９，０００km２（国
土面積の５．７％）で，人口は２１０万人である（総人口の５．８％）。郡の数は１４，郡と同等の資格を持った
都市が４，グミナが１５９，村が１，５４６ある。人口密度は１１９人／km２で，都市に４０％の住民が居住してい
る。
県庁所在地はジェシュフで，人口は１５９，１００人である。ポーランド東部地方では最大の都市で，経
済，文化，医療，学術の中心地となっている。主要な都市は，スタロヴァ・ヴォラ（人口７１，０００人），
プシェミシル（６９，０００人），ミェレツ（６５，０００人），タルノブジェグ（５１，０００人），クロスノ（５０，０００
人），デンビツァ（４８，０００人），ヤロスワフ（４１，０００人），ヤスウォ（３９，０００人）である。
ポトカルパチェ県は，東部諸県の中で就業人口に占める工業人口比率が一番高い。しかしながら，
この事実はポトカルパチェ県の実像を表しているとはいえない。ポトカルパチェ県は典型的な農業県
で，県内総就業人口９２２，０００人のうち４４５，０００人が農業に従事している（２００３年）１１。失業率は，２００５年
２月末時点で１９．５％であった。２００２年の一人当たり可処分所得は，１１，５２２ズウォティで，全国平均の
７７．８％である。インフラ整備状況は満足いくものではなく，電話網，鉄道網は全国最下位グループに
属し，舗装道路施設率でも下位グループに属する。２００２年の一人当たり GDPは１４，５６９ズウォティ
で，ルブリン県についてワースト２である。
ポトカルパチェ県の特徴は，若い就業者が多いことである。県内就業者の半数が３３歳未満である。
また，県民全体に占める幼児者数（０－６歳）の割合は７．３７％，高校までの児童・生徒の割合は１８．３％
である。県内には小学校１，１０１校（うち，特殊学校２８校），中学校４３３校（うち，特殊学校２９校）があ
る。最近は普通高校と技術高校の生徒数が増え，就学構造は改善しつつある。また，大学の新設に伴
い大学への進学者も急速に増えてきているが，それでも大学進学率は８．５％で大学就学率ランキング
は全国で最低である。
県内における高等教育の中心はジェシュフである。ジェシュフには，ジェシュフ大学，ジェシュフ
工科大学，情報経営大学，経営大学校，神学大学校がある。その他の都市では，ティチン社会経済大
学，プシェミシル行政経営大学，スタロヴァ・ヴォラのルブリン・カトリック大学分校，ヤロスワ
フ，クロスのプシェミシル，サノック，タルノブジェグの職業高等専門学校，プシェミシル神学大学
校，ロプチンツェ技術経済大学，ミェレツ経済経営大学，プシェミシル情報経営大学，ヤスウォ・ホ
テル業・旅行業大学，スタロヴァ・ヴォラ経済大学，プシェミシル経済大学がある。しかしながら，
高等教育の水準は芳しくない。県人口に対する大学生数の割合は，全国でポドラシェ県に次いで下か
ら第２位である。
ポトカルパチェ県の産業が農業中心であるのは，地理的，歴史的理由による。ポトカルパチェ県
１１ データは，１９９６年農業センサスをベースに推計：GUS [2004]。
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は，ポーランドの中でも最も自然環境が良好な県のひとつで，農業を発展させる良い条件がある。県
内の耕地のうち，９３％は個人農の農地である。個人の農地は，県の面積の５７％を占めている。最大の
問題は，農家の経営規模である。全国の個人農家の平均農地面積３．５haであるが，２０００年におけるポ
トカルパチェ県の農地面積１ha以下の個人農家は１９２，２００件あった。県内のどの郡においても，５０％
以上の農家は農地面積５ha以下である。県内の農地規模はワンツットの２．６haからビェシチャディ，
ルバチュフの５．８haまでその平均規模に格差がある。５０haを超える農地を持つ農家が一番集まってい
るのはルバチュフである。県内で土壌生産性分級基準の等級が最も良いのは中央部・南部の地域で，
いわゆるカルパチア山麓と呼ばれる地域である。
ポトカルパチェ県の自然環境，気候と豊富な労働力は，畜産にも適している。豚，ヤギ，牛，家禽
類などが生産の中心である。ビェシチャディ，ベスキド・ニスキ地域は羊の放牧が盛んである。県内
には食肉加工工場１６８社と果実・野菜加工工場１８社がある。ポトカルパチェ県には，この良い土壌と
豊富な労働力などの環境を活かして，全国のエコ農業生産を主導する潜在力がある。現在でも，エコ
農家の数では全国で第４位，エコ農業が行なわれている延べ農地面積で全国第１位である。こうした
農家は，主にビェシチャディ，プシェミシル，ルバチュフ，プシェヴォルスク，サノック，ヤロスワ
フに広がっている。エコ農家は１９５件，合計６，９７３．１２ha（耕地面積５，４０５．３７ha），うち１０件は認定を受
けており，合計７０３．５１ha（耕地面積３７９．１３ha）にのぼっている。
県の GDPに占める工業の比重は３０％で，主要な部門は食品，化学である。農産物・食品産業で
は，食肉，穀物・製粉，果物・野菜，生乳加工，精糖などの生産が盛んである。電気機械工業の中心
地はジェシュフ，ミェレツ，スタロヴァ・ヴォラ，また化学工業の中心地はヤスウォ，デンビツァ，
ノーヴァ・サジーナである。
REGONによると，２００４年６月末現在で登録されているポトカルパチェ県の経済活動を営む主体
（企業・公益団体・個人）は１４１，２０２件で，うち５，９２０件が公共セクター，１３５，２０７件が私営セクター
である。これらの主体のうち，ジェシュフに所在地を置く主体は１３．２％，プシェミシルは４．６％，タ
ルノブジェグは３．８％，クロスノは３．６％である。２００３年の工業総販売高は５４億４，５７０万ズウォティ
で，全国で第９位である。県内の鉱工業生産２４部門のうちで最も成長が著しいのは化学工業製品であ
る。一方で，近年落ち込みが一番激しいのは鉱業生産物および衣料品である。
県内には２カ所の経済特別区（SSE）がある。エウロパルク・ミェレッツとエウロパルク・ヴィス
ウォサンである。
エウロパルク・ミェレッツ経済特別区は，旧国営企業「WSK PZLミェレッツ」が売却した土地，
工場，倉庫，事務所等の建物，およびこの特区を管理するワルシャワの産業振興庁が取得した土地を
中心に整備された。エウロパルク・ミェレッツ経済特別区は，７４９haの面積を有し，うちミェレッツ
６８０ha（３５０haは空港），ヘウム３２ha，ゴルリッツェ２２ha，デンビツァ１５haとなっている。
エウロパルク・ヴィスウォサンは，旧タルノブジェグ県（現在のポトカルパチェ県北部とシフェン
ティクシシ県南部）に設立され，後にラドム，ポワニエツ，ニスコに広げられた。この特区の社会経
済的戦略は，特区にある様々な工業セクターとそれに関連したサービスセクターで１２，０００人の雇用を
生み出すことである。投資家に提供できる敷地のかなりの部分では，建物と技術インフラがすでに準
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備されている。
ポトカルパチェ県への外国投資を見てみると，２００２年からだけでも５０件以上進出してきており（グ
リーンフィールド投資または私有化された企業の株式所得），特に卸売り業，小売業，石油化学製品
販売業，食品加工業での進出が著しい。２００４年第１四半期現在，外資が参入した企業は株式会社が３２
社，有限会社が６２０社ある。最も大きな投資は，ノバルティス・コンスマー・ヘルス（米国），ICN製
薬（米国），グッドイヤー・フランス（フランス），ユナイテッド・テクノロジーズ・カンパニー（米
国），ハイネッケン（オランダ），スタルシュミット＆マイウォーム（ドイツ），フィリップス（オラ
ンダ），ノヴァルティス（スイス），スドズッカー（ドイツ）等である。
ｄ．ヴァルミア・マズーリ県
ヴァルミア・マズーリ県は，ポーランドの北東部に位置し，ロシアのカリーニングラード州と国境
を接している。県の面積は，国内で第４位である（２４，２０３km２）。２００３年末の県人口は約１４０万人で，
国内で第１２位である。郡の数は１９，郡と同等の資格を持った都市が２，グミナが１１６，村が２，２１９あ
る。人口密度は６０人／km２で，全国で最低である。また，農村だけ見ると，人口密度はさらに希薄で
２５人／km２になる。また，他県よりも人口が都市に集中している（２００３年において都市に居住する人
口の比率は６０．１％）。人口増加率は，全国で最も高い（人口１，０００人につき３．０）。また，人口流出率も
最も高く，１９９８年において人口１，０００人につき１．３となっている（全国は０．３）。県内における少数民族
は，ウクライナ人８万人，ドイツ人２万人，ベラルーシ人３千人となっている。
県庁所在地はオルシュティンで，人口１７万人である。県内の主要な都市は，エルブロング，エウ
ク，バルトシッツェ，ブラニェボ，ジャウドボ，ギジツコ，イワヴァ，ケントシン，リツバルク・
ヴァルミンスキ，ムラゴヴォ，ニジツァ，モロング，オレツコ，オストルダ，ピシュ，シュチトノで
ある。
県の基本的な問題は，教育水準と労働者熟練度の低さである。１９９９年より農業技術大学，教育大
学，ヴァルミア神学院が合併し，オルシュティンにヴァルミア・マズーリ大学が開校した。この大学
では，２５，０００人が学んでいる。県内には大学が８校あり，合計３６，７００人が学んでいる。学生の割合
は，県内人口１万人に対し１７２．１人で，全国で最低の水準である。同時に，大卒の割合も低く，２００２
年時点で県民の８．３％である。
所得水準は全国平均を下回り，２００２年の一人当たり可処分所得は１１，８６３ズウォティ，全国ランキン
グワースト２で，全国平均の８０．１％であった。また，２００２年の一人当たり GDPは１５，２５８ズウォティ
で，全国平均の７４．７％であった。失業率も高く，２００５年２月時点で２９．８％，失業手当を受給している
県民も著しく多い。家計調査によると，世帯の平均人数は３．２７人で全国平均の１．１７人を上回ってい
る。世帯の平均勤労者数は１．０２人で全国平均の１．１５人を下回り，一方被扶養者家族は１．３２人で全国平
均の１．１７人を上回っている。さらに，社会給付を受けている世帯構成員は０．９０人で全国平均の０．８２人
を上回っている。これらの統計から，ヴァルミア・マズーリ県の県民の生活水準は低いことが明らか
である。
ヴァルミア・マズーリ県で社会給付を受けているのは８４，６７６家族，３００，３３１人で，県民の２０．４８％に
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当たる（２００１年）。郡別では，ノヴェ・ミャスト郡３０．８８％（１３，６０９人），ケントシン郡３０．５９％（２１，７６６
osób人），エルブロング・ジェムスキ郡３０．３６％（１７，５１９人），ピシュ郡２７．３２％（１６，３２１人）となっ
ている（２００１年）。一方，県内で社会給付を受けている者が最も少ないのはオルシュティン市８．３８％
（１４，４９７人），エルブロング市１０．９２％（１４，１８４人）であった。
社会給付の種類別受給割合（人数）は，失業手当１１．８６％（１７３，８７８人），貧困手当９．８１％（１４３，８２２
人），教育・生活保護手当６．３２％（９２，７０２人），障害者手当３．６１％（５２，８５９人），長期療養手当３．３４％
（４８，９９９人），出産手当・子だくさん家庭への育児手当２．９０％（４２，４９８人）などとなっている。ま
た，比率は少ないが，アルコール中毒者対策手当１．０８％（１５，８３５人－中毒者の面倒を見る家族に支
給），刑務所出所者社会生活適応支援手当０．１％（１，４７８人）麻薬中毒対策手当０．０４％（５６３人－中毒者
の面倒を見る家族に支給）などが支給されている。失業手当を受けている世帯は，社会給付を受けて
いる世帯のうち５７．９％（４７，６９１世帯，１７３，８７８人）で，とりわけエルブロング・ジェムスキ（郡人口
の１９．０８％），バルトシッツェ（郡人口の１７．５７％），ギジツコ（郡人口の１６．１４％）で失業手当受給者
が多い。
ヴァルミア・マズーリ県はまた，他の東部諸県と同様，インフラ整備が大きく遅れている。ヴァル
ミア・マズーリ県の公道総距離に対する国道の長さは１，２８８km／２４，２０３km２で，国道１６号を除いては，
主要な道路はほとんど子午線にそって（南北に）伸びている。国道の約半分は，交通量の増大に対応
した補強・修理，および橋架の補修（６４％の橋架が強度不足とされている）が必要である。国道の状
態は，「良好」２０％（全国平均２８．５％），「問題あり」３０％（全国平均３７．５％），「劣悪」５０％（全国平
均３４．０％）と評価されている。県道は１，８６５kmで，うち６０％の距離が県道の設計基準強度・基準道
路幅を満たしていない。とりわけ，ブラニェボ郡，エルブロング郡，ノーヴィ・ミャスト郡，および
ジャウドボ郡とリツバルク郡の一部の県道が劣悪である。
鉄道インフラに関しては，県内鉄道総距離が１，５７１．２９３kmで，５６％が国鉄，４４％が非国鉄のロー
カル線となっている。このうち，３１．３％が電化されているが，技術的理由から速度を上げた運行がで
きない。
航空インフラに関しては，シュチットノ＝シマニィに国際空港があり，県当局はバルト諸国と EU
諸国をつなぐ拠点として期待をかけているが，いまのところ全国的には余り大きな役割は果たしてい
ない。また，空港設備近代化，通関施設改善，空港までの交通整備など課題も多い。
農業はヴァルミア・マズーリ県の最も重要な産業である。農地は県の面積の半分以上を占め，国土
面積の７％にもおよぶ。農場の平均規模は１６．５haで，全国平均の２倍以上である。県北には土壌が
最も良い地域が広がり，穀物，油菜，ジャガイモ，ビートの栽培が盛んである。また，牧草地も多
く，家畜生産，食肉生産，牛乳生産が盛んである。漁業も伝統的に盛んで，カワカマス，バルトマ
ス，ホワイトフィッシュ，ヨーロッパウナギ，パーチ（スズキ類），ブラウンマスなどがとられてい
る。
森林は，県の面積の３０％を占める。最も大きいのはピスコ原生林，ボルキ原生林である。これらの
原生林は動物，鳥類の宝庫で，他の地域では絶滅した貴重な保護動物も生息している。県内には８つ
の国立公園および多くの自然保護地域（県の面積の５３％）があり，県はこうした自然を保護してい
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る。ヴィスワ川河口地域は，EECONET（ヨーロッパ・エコロジカル・ネットワーク）のプログラム
の対象にもなっている。
ヴァルミア・マズーリ県には，約１０万件の企業が登録されている。これは全国の企業数の約３％で
ある。実際に事業を行なっている中小企業の数は約５５，０００件と推定される。現在，従業員１０名以下の
零細企業の成長が著しい１２。外国企業の進出は，件数，投資金額とも他県より低いが，それでも県の
産業における外資の役割は大きく，雇用，売上高，投資額ともに県の経済に大きく貢献している。主
要な外資系企業は，ミシュラン，テクセル，サフィリン・フィラチュール，アルストン・パワー（フ
ランス），イケア（スウェーデン），フィリップス・ライティング，ハイネッケン，プロヴィンジ・
ホールディング（オランダ），MMIベタイリグンゲン（ドイツ），カンポフリオ（スペイン）などで
ある。
ヴァルミア・マズーリ県には，ヴァルミア・マズーリ経済特別区，およびエウク準経済特別区（エ
ウク）とスヴァウキ準経済特別区（ゴウダプ）がある。
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表１ 県別面積（２００４年）
単位：ha
面積 うち：農地
ポーランド全体 ３１，２６８，５０２ １９，１４８，２１８
ドルニィシロンスク県 １，９９４，７７６ １，２０９，３９６
クヤヴィ・ポモージェ県 １，７９６，９７２ １，１８８，１４５
ルブリン県 ２，５１２，１５４ １，７９０，１４５
ルブシュ県 １，３９８，９２０ ５７４，３８４
ウッチ県 １，８２１，９１１ １，３１３，１３７
マウォポルスカ県 １，５１８，９７４ ９４２，０７２
マゾフシェ県 ３，５５５，９７１ ２，４８５，９５３
オポーレ県 ９４１，２４７ ６０８，６１０
ポトカルパチェ県 １，７８４，４０４ ９８３，５８１
ポドラシェ県 ２，０１８，６２０ １，２３９，７０１
ポモージェ県 １，８２９，２８８ ９４２，５６２
シロンスク県 １，２３３，０６４ ６５９，０４７
シフェンティクシシ県 １，１７０，７９０ ７６５，２０４
ヴァルミア・マズーリ県 ２，４１９，１８０ １，３３８，９３５
ヴィエルコポルスカ県 ２，９８２，５５９ １，９６３，６２３
ザホドニエポモージェ県 ２，２８９，６７２ １，１４３，７２２
表２ 県別人口（２００４年１２月３１日現在）
単位：１，０００人
合計
都市 農村
合計 うち：男性 合計 うち：女性
ポーランド全体 ３８，１７３．８ ２３，４７０．１ １１，１４８．３ １４，７０３．７ ７，３２１．９
ドルニィシロンスク県 ２，８９３．１ ２，０５３．４ ９７３．１ ８３９．６ ４１６．２
クヤヴィ・ポモージェ県 ２，０６８．３ １，２７６．９ ６０３．２ ７９１．４ ３９５．７
ルブリン県 ２，１８５．２ １，０２０．０ ４８３．４ １，１６５．２ ５７７．９
ルブシュ県 １，００９．２ ６４８．２ ３０９．６ ３６１．０ １８０．１
ウッチ県 ２，５８７．７ １，６７４．９ ７８０．６ ９１２．８ ４５３．１
マウォポルスカ県 ３，２６０．２ １，６２１．６ ７６８．３ １，６３８．６ ８１３．４
マゾフシェ県 ５，１４６．０ ３，３２９．９ １，５６２．４ １，８１６．１ ９０６．４
オポーレ県 １，０５１．５ ５５４．０ ２６４．７ ４９７．５ ２４４．８
ポトカルパチェ県 ２，０９８．０ ８４８．７ ４０６．１ １，２４９．３ ６２０．２
ポドラシェ県 １，２０２．４ ７１０．８ ３３８．８ ４９１．６ ２４８．５
ポモージェ県 ２，１９４．０ １，４８１．４ ７０８．２ ７１２．７ ３５９．３
シロンスク県 ４，７００．８ ３，７０２．６ １，７８１．６ ９９８．１ ４９０．５
シフェンティクシシ県 １，２８８．７ ５８６．７ ２７９．８ ７０２．０ ３４９．３
ヴァルミア・マズーリ県 １，４２８．７ ８５８．８ ４０９．７ ５６９．９ ２８７．９
ヴィエルコポルスカ県 ３，３６５．３ １，９２７．８ ９１５．８ １，４３７．４ ７１６．９
ザホドニエポモージェ県 １，６９４．９ １，１７４．３ ５６２．８ ５２０．５ ２６１．８
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表３ 県別年少・生産年齢・老年人口（２００４年１２月３１日現在）
単位：１，０００人
合計
年少 生産年齢 老年
合計 うち：男性 合計 うち：男性 合計 うち：男性
ポーランド全体 ３８，１７３．８ ８，０８７．１ ４，１４２．８ ２４，２３９．６ １２，４２９．３ ５，８４７．１ １，８９８．１
ドルニィシロンスク県 ２，８９３．１ ５６３．５ ２８８．７ １，８８３．８ ９６０．８ ４４５．８ １３９．８
クヤヴィ・ポモージェ県 ２，０６８．３ ４５３．７ ２３２．０ １，３１８．８ ６７１．７ ２９５．８ ９５．３
ルブリン県 ２，１８５．２ ４８５．５ ２４８．８ １，３４１．３ ６９４．８ ３５８．３ １１７．８
ルブシュ県 １，００９．２ ２１９．１ １１２．０ ６５４．１ ３３４．９ １３６．０ ４２．８
ウッチ県 ２，５８７．７ ５００．３ ２５６．５ １，６４３．１ ８３８．２ ４４４．３ １３９．１
マウォポルスカ県 ３，２６０．２ ７３１．３ ３７４．５ ２，０２８．７ １，０４２．１ ５００．２ １６５．１
マゾフシェ県 ５，１４６．０ １，０３６．３ ５３０．９ ３，２４８．８ １，６５４．９ ８６０．８ ２８３．０
オポーレ県 １，０５１．５ ２１３．７ １０９．５ ６７４．１ ３４７．１ １６３．７ ５２．９
ポトカルパチェ県 ２，０９８．０ ５００．６ ２５６．２ １，２８８．２ ６６６．８ ３０９．２ １０３．３
ポドラシェ県 １，２０２．４ ２６９．１ １３８．１ ７３４．４ ３８１．３ １９９．０ ６７．９
ポモージェ県 ２，１９４．０ ４８９．８ ２５１．２ １，４０１．８ ７１６．８ ３０２．４ ９９．４
シロンスク県 ４，７００．８ ９１５．６ ４６９．０ ３，０５８．０ １，５７０．４ ７２７．１ ２３２．７
シフェンティクシシ県 １，２８８．７ ２７２．９ １３９．５ ７９８．２ ４１６．９ ２１７．７ ７２．７
ヴァルミア・マズーリ県 １，４２８．７ ３３２．１ １６９．９ ９０６．６ ４６６．８ １９０．１ ６０．９
ヴィエルコポルスカ県 ３，３６５．３ ７４６．６ ３８３．０ ２，１５７．２ １，０９９．６ ４６１．５ １５０．１
ザホドニエポモージェ県 １，６９４．９ ３５６．９ １８３．１ １，１０２．７ ５６６．３ ２３５．２ ７５．２
表４ 県別就労構造（２００４年１２月３１日現在）
単位：人
合計
うち：
農業，狩猟，林業，漁業 工業
建設 商業・修理
合計 うち：農業 合計 うち：加工工業
ポーランド全体 １２，４１３，２８４ ２，１４５，６６８ ２，０９４，７２６ ２，９１８，９５１ ２，５１２，５５１ ５９０，９６６ １，９９４，３２９
ドルニィシロンスク県 ８７５，８６５ ７５，０７０ ７０，３４３ ２３５，８００ １９５，３６７ ４４，９７５ １５０，２３０
クヤヴィ・ポモージェ県 ６４０，０４１ １１８，１６１ １１５，９８６ １６１，３４３ １４９，７５８ ２８，１４３ １００，８１１
ルブリン県 ７２４，９５０ ２７８，５８２ ２７６，３０５ １０８，０６２ ９３，６６５ ２３，５０２ ８５，４６７
ルブシュ県 ２８２，４７４ ２７，５８０ ２４，１４７ ７６，６６３ ７０，９３０ １１，０１１ ４８，２０４
ウッチ県 ８８７，８３３ １９２，３９１ １９０，７００ ２２６，２４０ ２０１，８９０ ３５，４４０ １３４，４５１
マウォポルスカ県 １，０１１，７１５ １８４，１２１ １８２，１２０ ２１５，１７１ １８９，４２６ ５６，０３８ １６１，２６０
マゾフシェ県 ２，０２４，９６８ ３２０，８２６ ３１８，１２９ ３４７，８０２ ３２０，０４７ １０１，２０６ ３６１，１３１
オポーレ県 ２９０，７７２ ５０，４０３ ４８，６６１ ７２，２０３ ６４，１４８ １５，５９６ ４２，６３７
ポトカルパチェ県 ６３５，５６９ １５８，８８７ １５５，４８７ １５４，０４２ １３８，６２９ ２５，２４７ ８６，７９９
ポドラシェ県 ３８８，６９１ １３９，５４０ １３６，９５３ ６１，１３５ ５５，４９６ １２，９３５ ５０，２９３
ポモージェ県 ６５６，２２２ ６２，５８２ ５７，０２６ １６２，８５４ １５０，２９２ ３３，３３８ １１１，９１４
シロンスク県 １，４９１，７８３ ７１，３６９ ６８，９３０ ４７９，２２３ ３２０，４５１ ８５，８７１ ２６３，９７７
シフェンティクシシ県 ４２９，５５２ １４４，１２６ １４２，６６１ ７７，８７０ ６８，０１１ １７，５４２ ５７，５４２
ヴァルミア・マズーリ県 ３８６，６２６ ６７，３４３ ６２，６２２ ９４，４４７ ８６，６３６ １５，９３７ ５８，１６５
ヴィエルコポルスカ県 １，２０９，９２４ ２１０，０５７ ２０５，７３０ ３３８，６４７ ３１３，０２１ ５９，８５１ １９５，６４９
ザホドニエポモージェ県 ４７６，２９９ ４４，６３０ ３８，９２６ １０７，４４９ ９４，７８４ ２４，３３４ ８５，７９９
３７２ 田 口 雅 弘
－８６－
表５ 県別２００４年度新卒就労者最終学歴
単位：人
合計 うち：女性
卒業生
大学教育
中・高等教育
初等教育
職業専門 普通高校
ポーランド全体 ２０８，２７５ ９４，９００ ７３，８８３ ６６，４９３ ２５，３３２ ４２，５６７
ドルニィシロンスク県 ２０，９４９ ８，３７４ ５，２６５ ８，８９６ ２，４５１ ４，３３７
クヤヴィ・ポモージェ県 ８，６７９ ４，０４７ ３，０３７ ２，６７１ ９８０ １，９９１
ルブリン県 ９，１８０ ４，１９７ ３，７３４ ２，７１１ ９９２ １，７４３
ルブシュ県 ４，７０３ ２，２０１ １，５６９ １，４１７ ４９２ １，２２５
ウッチ県 １１，５７７ ５，５８３ ４，３６１ ３，４９５ １，４４６ ２，２７５
マウォポルスカ県 １６，７２７ ８，１５７ ６，１７６ ５，４４３ １，９０４ ３，２０４
マゾフシェ県 ４５，５９４ ２１，４０８ １８，１７４ １３，２０７ ６，９６５ ７，２４８
オポーレ県 ４，１６１ １，９００ １，４００ １，２８８ ４５６ １，０１７
ポトカルパチェ県 １０，２５６ ３，９８４ ３，１１７ ３，７９４ １，０３９ ２，３０６
ポドラシェ県 ５，７３８ ２，６１７ ２，１２３ １，８３１ ６９４ １，０９０
ポモージェ県 ９，２１９ ４，５７０ ３，６５４ ２，７０６ １，１８２ １，６７７
シロンスク県 ２３，５５６ ９，９５８ ７，６４３ ８，１７６ ２，３８８ ５，３４９
シフェンティクシシ県 ５，３２０ ２，２７０ ２，１４７ １，５５４ ５２３ １，０９６
ヴァルミア・マズーリ県 ６，４９０ ３，１６２ ２，２９６ １，９０１ ７７０ １，５２３
ヴィエルコポルスカ県 １９，４１１ ９，２０７ ６，４５６ ５，６５３ ２，１８６ ５，１１６
ザホドニエポモージェ県 ６，７１５ ３，２６５ ２，７３１ １，７５０ ８６４ １，３７０
注：学校を卒業して最初に仕事を始めたときの最終学歴。
表６ 県別登録失業者・求人数（２００４年１２月３１日現在）
登録失業者（１，０００人）
失業率
（％）
求人
（人）
求人１名
に対する
失業者数
合計
うち：
女性
農 村
在住者
会社の都合
により失業
した者
失業保険
受給者
ポーランド全体 ２，９９９．６ １，５６８．５ １，２６１．６ １４６．０ ４２５．８ １９．０ １３，２３５ ２２７
ドルニィシロンスク県 ２５７．１ １３４．７ ８７．１ １１．８ ４０．５ ２２．４ １，５０８ １７１
クヤヴィ・ポモージェ県 １９９．６ １０７．４ ８８．５ ５．４ ３２．８ ２３．６ ７０７ ２８２
ルブリン県 １６４．８ ８１．４ ８８．８ ７．８ １３．５ １７．８ ２９５ ５５８
ルブシュ県 ９９．４ ５１．１ ４１．０ ３．９ １８．３ ２５．６ １５８ ６２９
ウッチ県 ２１８．３ １０７．８ ７２．１ １６．１ ３１．７ １９．５ １，２３９ １７６
マウォポルスカ県 １９３．６ １０２．６ １０４．７ ９．９ ２５．３ １５．０ １，０１５ １９１
マゾフシェ県 ３５２．９ １７４．５ １４９．５ ２３．８ ４５．１ １４．７ １，２２２ ２８９
オポーレ県 ７４．６ ４１．０ ３３．８ ２．３ １０．２ ２０．０ １８０ ４１４
ポトカルパチェ県 １７０．３ ８８．７ １０７．９ ６．５ １８．８ １９．１ ３９３ ４３３
ポドラシェ県 ７６．１ ３７．９ ２７．６ ２．２ ８．４ １６．１ １３４ ５６８
ポモージェ県 １７９．７ ９６．６ ７７．９ ９．５ ３０．１ ２１．４ ４５４ ３９６
シロンスク県 ３０９．７ １７１．５ ５５．０ １７．５ ３５．３ １６．９ ３，３０４ ９４
シフェンティクシシ県 １２６．３ ６２．８ ６９．２ ３．６ １８．５ ２２．０ １４４ ８７７
ヴァルミア・マズーリ県 １６２．４ ８５．７ ７９．６ ５．０ ３０．１ ２９．２ ３２９ ４９３
ヴィエルコポルスカ県 ２３２．３ １２７．９ １０５．８ １４．９ ３８．３ １５．９ １，２５２ １８６
ザホドニエポモージェ県 １８２．７ ９６．８ ７３．２ ５．９ ２８．８ ２７．５ ９０１ ２０３
３７３ポーランド東部国境地帯のユーロリージョン（２）
－８７－
表７ 県別平均報酬（２００４年）
単位：ズウォティ
合計
うち：
農業，狩猟，
林業
工業
建設 商業・修理
合計 うち：加工工業
ポーランド全体 ２，２７３．４４ ２，１３３．７６ ２，２９２．７５ ２，０５３．６５ １，８４４．５７ １，８７４．６８
ドルニィシロンスク県 ２，２１９．９１ ２，１３２．３９ ２，４７０．７９ ２，００２．６８ １，８２２．９５ １，６７７．６１
クヤヴィ・ポモージェ県 １，９８７．６２ １，９２３．３２ １，９８３．７４ １，９３７．４６ １，６５３．０８ １，５３３．５０
ルブリン県 ２，０００．１８ ２，０７９．３１ １，９７９．６９ １，７５３．２０ １，６５４．４７ １，４４３．０９
ルブシュ県 １，９６７．５６ ２，１９４．０９ １，８９８．１９ １，８６１．９０ １，６０２．３３ １，４６５．４４
ウッチ県 １，９９３．３１ ２，１３１．４３ １，９７５．９４ １，６７０．３２ １，６０９．６４ １，５５５．２４
マウォポルスカ県 ２，０９７．９７ ２，０７４．２４ ２，１３８．４０ １，９９６．４７ １，６８８．５３ １，６５２．９１
マゾフシェ県 ２，９０９．６７ ２，４５６．３５ ２，７０３．６１ ２，６２８．６６ ２，４０４．１３ ２，７３１．１８
オポーレ県 ２，０６８．２７ １，９６１．６９ ２，１４７．４８ ２，０４５．１９ １，５７２．１５ １，５６８．０７
ポトカルパチェ県 １，９４０．５０ ２，２１９．７９ １，９６０．４４ １，９００．６５ １，６２１．９４ １，４２５．６３
ポドラシェ県 ２，００５．１４ ２，３４２．８４ １，８９６．１２ １，８０６．０６ １，７２９．３２ １，６０７．５５
ポモージェ県 ２，２３１．０５ ２，１９８．５４ ２，２４４．００ ２，１４９．１０ １，７９１．６２ １，７４７．４３
シロンスク県 ２，３４４．９１ ２，１８８．６０ ２，７６５．９１ ２，１３０．３６ １，７６６．１０ １，６４４．７５
シフェンティクシシ県 １，９９１．６３ ２，４９７．６２ ２，０８６．７９ １，９６６．４５ １，７３９．３６ １，４１２．５２
ヴァルミア・マズーリ県 １，９６７．２３ ２，１６４．９５ １，８７４．２２ １，８１１．１７ １，６２８．１７ １，４３７．３８
ヴィエルコポルスカ県 ２，０９５．３３ １，８９７．０４ ２，０９３．５８ １，９６４．５０ １，８０６．３５ １，７６０．４６
ザホドニエポモージェ県 ２，０６８．６６ ２，２６８．６４ ２，０５４．４７ １，９４５．８２ １，５９９．０１ １，５２６．３６
表８ 県別産業別就業者一人当たり付加価値（２００３年）
単位：ズウォティ（時価）
合計
農業，狩猟，
林業，漁業
工業 建設 市場サービス
非市場
サービス
ポーランド全体 ５４，７４１ ８，９６９ ５９，５０２ ５７，３４８ ７５，７３９ ５１，０２９
ドルニィシロンスク県 ６０，４２１ １３，７０７ ６５，８５１ ６１，２０９ ７１，９４３ ５１，７７０
クヤヴィ・ポモージェ県 ５１，８８９ １１，７２８ ５２，８８９ ５９，９６０ ７１，９０３ ５０，２２１
ルブリン県 ３８，７８０ ５，４７３ ４９，２６７ ５８，０４２ ７０，４９７ ５０，７９９
ルブシュ県 ５５，４２４ １０，４０３ ５６，２９７ ６０，６７８ ６９，０１３ ５１，０１５
ウッチ県 ４８，２４７ ６，１１６ ５２，０２１ ６１，７０５ ７０，２７５ ５０，１５０
マウォポルスカ県 ４７，６２９ ４，３９５ ５４，６６０ ５４，１０３ ６９，６５３ ４９，６４２
マゾフシェ県 ６９，６６２ １１，２２８ ７６，７９８ ５６，４２１ ９４，７９３ ５４，１６８
オポーレ県 ５２，１２３ １２，４８５ ５７，９９１ ４９，８８６ ６９，２９０ ５２，１４９
ポトカルパチェ県 ４０，３００ ３，０８３ ５０，８５８ ５２，９０２ ６５，３５５ ４９，１２３
ポドラシェ県 ４２，９４５ ７，８９０ ５１，８６１ ６３，９２５ ６８，９７４ ５４，０７７
ポモージェ県 ５８，２６８ １３，９７８ ５９，２１８ ５８，８９５ ７１，６４７ ５０，８０６
シロンスク県 ６１，１６５ １０，１６８ ６４，３２７ ５４，６２７ ７４，１５２ ４６，７４３
シフェンティクシシ県 ４２，３８１ ７，４２６ ５５，０７１ ６０，９０６ ６８，４６３ ５０，２９５
ヴァルミア・マズーリ県 ５１，９４３ １２，９９０ ５１，７６０ ５４，７５９ ７０，５２８ ５４，０２４
ヴィエルコポルスカ県 ５２，９３３ １４，５５６ ５６，３８４ ５９，２１９ ６９，６１７ ５０，５１６
ザホドニエポモージェ県 ５９，７２１ ２１，６５５ ５１，９４２ ５７，９８３ ７４，８０２ ５４，４８８
３７４ 田 口 雅 弘
－８８－
表９ 県別 REGONに登録されている経済活動を営む主体（２００４年１２月３１日現在）
合計
農業ａ，
狩猟，
林業，漁業
工業・建設
市 場
サービス
非 市 場
サービス
農 業ａ，
狩 猟，林
業，漁業
工業・
建設
市 場
サ ビース
非 市 場
サ ビース
（件） （％）
ポーランド全体 ３，５７６，８３０ ８５，７０１ ７３８，７４７２，４８７，５４３ ２６４，８３９ ２．４ ２０．７ ６９．５ ７．４
ドルニィシロンスク県 ３０４，４７４ ６，６２３ ５７，８０１ ２１９，９５４ ２０，０９６ ２．２ １９．０ ７２．２ ６．６
クヤヴィ・ポモージェ県 １８５，１７５ ４，９２８ ３７，３５３ １２８，７４０ １４，１５４ ２．７ ２０．２ ６９．５ ７．６
ルブリン県 １４９，４７８ ４，２１４ ２７，１９６ １０３，７０６ １４，３６２ ２．８ １８．２ ６９．４ ９．６
ルブシュ県 ９９，０３１ ３，５９０ １７，００８ ７１，６２７ ６，８０６ ３．６ １７．２ ７２．３ ６．９
ウッチ県 ２４４，７１５ ４，９２０ ５６，９３７ １６５，８００ １７，０５８ ２．０ ２３．３ ６７．７ ７．０
マウォポルスカ県 ２８８，７７３ ５，４７８ ６６，２６０ １９４，９９６ ２２，０３９ １．９ ２３．０ ６７．５ ７．６
マゾフシェ県 ５８５，５２９ １１，０８８ １２０，８０３ ４１４，７９５ ３８，８４３ １．９ ２０．７ ７０．８ ６．６
オポーレ県 ８８，４２２ ３，３２０ １７，６２０ ６０，５０４ ６，９７８ ３．８ １９．９ ６８．４ ７．９
ポトカルパチェ県 １３９，５４５ ３，４５４ ２８，４８１ ９５，１１６ １２，４９４ ２．５ ２０．４ ６８．２ ８．９
ポドラシェ県 ９０，９８２ ３，８４１ １７，９４２ ６０，７８２ ８，４１７ ４．２ １９．７ ６６．８ ９．３
ポモージェ県 ２２３，０４６ ５，２３５ ４９，８６６ １５３，２１２ １４，７３３ ２．３ ２２．４ ６８．７ ６．６
シロンスク県 ４２９，１７３ ４，９４０ ８７，４５９ ３０８，１０２ ２８，６７２ １．１ ２０．４ ７１．８ ６．７
シフェンティクシシ県 １０３，１１６ １，６２４ ２１，２５６ ７２，３３３ ７，９０３ １．６ ２０．６ ７０．１ ７．７
ヴァルミア・マズーリ県 １０８，９１０ ４，７８４ １９，４９０ ７４，０９５ １０，５４１ ４．４ １７．９ ６８．０ ９．７
ヴィエルコポルスカ県 ３３４，５０５ １１，９８１ ７６，０３７ ２２０，８５４ ２５，６３３ ３．６ ２２．７ ６６．０ ７．７
ザホドニエポモージェ県 ２０１，９５６ ５，６８１ ３７，２３８ １４２，９２７ １６，１１０ ２．８ １８．４ ７０．８ ８．０
ａ－個人で農業に従事する人を除く。
３７５ポーランド東部国境地帯のユーロリージョン（２）
－８９－
